
様式第１６（第４０条関係）（第一面から第四面まで）

	認定申請書

申請年月日　２０２０年１２月２４日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ふじふいるむほーるでぃんぐす
名称　富士フイルムホールディングス株式会社
（ふりがな）　すけの　けんじ
代表者の氏名　　助野　健児 　　　   印
住所　〒107-0052　東京都港区赤坂9-7-3
法人番号　6010401065370
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書 ２０１９


	公表日
	２０１９年９月２７日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
統合報告書2019　株主・投資家情報　CEOメッセージ

	記載内容抜粋
	変化を創り出す会社を目指して、我々が生み出す新たな価値によって、産業や社会にポジティブなインパクトを与える企業になることです。AIを活用したメディカルITシステムや再生医療の分野で、これまで富士フイルムグループが培ってきた広範な独自技術を進化させ、AIやIoTをはじめとする新たな技術や知見も積極的に取り入れながら、さまざまな事業分野において社会にポジティブな変化を創り出していく。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の承認プロセスを経てTOP承認の基に発行している。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書２０２０


	公表日
	２０２０年９月３０日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表　株主・投資家情報

	記載内容抜粋
	DXモデル事業であるメディカル事業はデジタルを活用して、医療ITを活用した医療サービスへのアクセス向上、AI/IoTを活用した製品・サービスの提供による医療従事者への負担軽減、簡単に検査できる検診サービスの普及による疾病の早期発見、医療費抑制への貢献をしていく。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の承認プロセスを経てTOP承認の基に発行している。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	CDO Interview vol.8(株式会社ビジネス・フォーラム事務局)、 サステナビリティレポートP89、統合報告書P23、Vision2019 P15

	記載内容抜粋
	①推進体制は、グループ全体のDX推進責任者としてのCDOをトップにFH ICT戦略推進室で全社を挙げたデジタル変革に取り組んでいる。（CDO Interview vol.8）https://www.b-forum.net/series/pages/cdo_vol8/
②IT人材の確保に向けた研修を多種実施
・データサイエンス研修
・社員育成のための各種研修の実施(グローバル人材育成、デジタルトランスフォーメーション人材育成など)
③IT子会社、富士フイルム系・富士ゼロックス系を統合



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	ニュースリリース（2018/9/13）(2019/5/28)


	記載内容抜粋
	画像AIの学習を高速に行うために、世界最速のディープラーニング用スーパーコンピュータを導入。
内視鏡生産工場では、AI/IoT技術を活用し工場内の人やモノの動き、設備状態をIoTで管理する最新のスマート工場を新設。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	サステナビリティレポート マネジメント編
メディカルシステム事業説明会（2020/9/17)

	公表日
	２０２０年８月１３日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ、サステナビリティの中に掲載
P45、P89

	記載内容抜粋
	達成度を測る指標を設定している。
・顧客満足度向上を目指した取り組みを行い毎年満足度評価を行っている。特にアフターサービスが重要な事業としてメディカルシステムを含む４事業領域で実施
・人材育成についてのKPIとして、業務全体のデジタル変革を目的としたデータサイエンス研修人数
・メディカル事業でのAI/IOT技術を活用したスマート工場の新設にあたっては、生産能力を2倍、生産性30%向上



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	２０２０年６月
２０１９年１１月

	発信方法
	株主通信「FUJIFILM NEWS」vol.102
イントラネットのサイト

	発信内容
	(CEO発信)
当社は、独自の技術を活用した競争優位性のある製品・サービスの提供に加え、事業の成長を加速させる効果的な投資を行い、持続的な成長と企業価値の向上を図っている。　2019年12月に、約1,500億円の売上規模を持つ日立製作所の画像診断関連事業の買収を決定。メディカルシステム事業の製品ラインアップを拡充し、同社の持つCT、MRIなどの大型画像診断装置に当社の優れた画像処理技術、AI・IT技術を組み合わせて付加価値の高いソリューションを提供することでグローバル展開に拍車をかける。
(CDO 社内発信)
デジタルを活用することによって生まれる新しい製品サービス、新しいビジネスモデル、新しい関係性を通じてあらたな価値を創出し、事業構造の変革を達成する。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	２０１９年１月頃　～２０２０年１２月頃


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済み。
ベンチマーク結果から全体平均に対し現在の評価は人材育成・確保は高いものの全体としては平均レベル。目標については、ビジョン実現の基盤構築は平均を下回る。などの対応の遅れ部分を認識した上で今後の活動に活かしていく。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	２０１９年４月頃　～　２０２０年３月頃


	実施内容
	・「情報セキュリティ基本方針」「グローバル情報セキュリティ規程」「情報セキュリティガイドライン」を策定し、各種セキュリティ対策の徹底と定期的な従業員教育を実施。
・セキュリティ監査及び継続的な改善：外部向けサーバーの脆弱性テストを半年に一回、当社提供の主要サービスについて外部セキュリティベンダーによるセキュリティアセスメントを実施するなどにより客観的なセキュリティ評価を実施。毎年リスク抽出とアクションプランの策定し確認。
・グループ会社の富士ゼロックスでは「NIST SP800-171」への準拠性を示す情報セキュリティ格付けで、複合機・プリンタが「AAA」を取得。
・情報セキュリティに関する事故・違反
富士フイルムグループでは、過去5年間、情報セキュリティに関連し、第三者もしくは規制当局から指摘され、社外に公開すべきと判断した深刻な事案はありませんでした。
・セキスぺの具体的な人数：18名



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第五面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。
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